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（小特集①）
生態系サービス概念による農業・農村政策のリフレーミング

神井　弘之・橋本　　禅・加藤　　亮・吉川　夏樹�
大澤　剛士・杉原　　創・東樹　宏和

　みどりの食料システム戦略では，生産力向上と持続性の両立
が目的として掲げられている。今後，環境・社会面の変化に適
応するため，この両立への要請は高まるものと想定される。農
業生態系をめぐる複雑な状況下で，両立のための効果的な解決
策をデザインするには，生産活動と環境の相互の関係性と全体
像を把握し，問題をリフレーミングすることが求められる。本
報では，生態系サービス概念を用いて，農業生態系と周辺生態
系に生じている問題の構造を把握し，解決策のデザインにつな
げるための分析枠組みを提案する。さらに，この分析枠組みを，
最近の政策検討事例に当てはめて，その有効性を検証し，そこ
から得られる政策的含意について考察する。
� （水土の知89-11，pp.3～8，2021）

生態系サービス，リフレーミング，SDGs，システム思考，
みどりの食料システム戦略，持続性

（小特集②）
生物多様性・生態系サービス分野から

農業農村整備政策のグリーン化の方向を探る

橋本　　禅

　本報では，生物多様性・生態系サービス分野の動向から農業
農村整備政策のグリーン化の今後の方向を試みた。2021年 3
月に出された土地改良長期計画は，土地改良政策の方針を示す
ものだが，「政策のグリーン化」という意味では現在の計画に
記載された施策方針は気候変動や生物多様性などの環境課題に
対する貢献が曖昧である。農業農村整備政策のグリーン化を推
進するためには，現行の政策や施策体系が地球環境課題の解決
や改善にどのように貢献するか，それらがどのような課題・限
界を抱えているかを批判的に検討する必要がある。本報ではそ
のような検討の視点として社会生態系の概念を紹介し，その有
用性を示した。� （水土の知89-11，pp.9～13，2021）

農業農村整備施策，気候変動，生物多様性，SDGs，生
態系サービス，社会生態系

（小特集③）
生態系サービスの持続的活用に向けた農業農村政策のグリーン化

上田　達己

　近年，持続可能な経済活動のあり方をめぐる試行錯誤が社会
全体に広がりつつあることを背景に，農林水産省は「みどりの
食料システム戦略」を策定した。他方で，英国で公表された
Dasgupta�Reviewは，人類の生存基盤である自然資本と経済
活動の望ましい関係性を幅広く展望した。そこで本報は，第一
に，同Reviewの議論とロジックモデルに基づき，みどりの食
料システム戦略で提示されている取組みを定性的に概観する。
第二に，筆者らの既往研究を題材として，灌漑農業の脱炭素化
方策に焦点を絞って具体的に考察し，カーボンニュートラル農
業の達成のためには，エネルギー需要側（営農技術）の革新が
求められることを示す。�（水土の知89-11，pp.15～18，2021）

持続可能性，自然資本，脱炭素化社会，再生可能エネル
ギー，カーボンニュートラル

（小特集④）
ラオス国首都近郊の水環境整備における
グリーンインフラの実装可能性

加藤　　亮・乃田　啓吾・木村　匡臣�
大倉　芙美・堀切友紀子・小山　知昭

　水田農業を主とする東南アジアでの農村整備事業にグリーン
インフラを実装するための適応的管理手法を展開することにつ
いて検討する。これまで水田農業の持つ多面的機能について議
論され実証されてきたが，多面的機能は，グレーインフラによ
り自然から改変された水田という装置を使ってコメ生産を実施
していることにより生じ，新たに農業地域に付加的に親自然的
な環境を作るもしくは保全するグリーンインフラと異なる。本
報では，生態系サービスに基づく水環境対策案とその内容に関
した社会や個人の価値共創の可能性について検討し，グリーン
インフラが定着する条件についてラオス国首都ビエンチャン市
での事例を考察する。� （水土の知89-11，pp.19～22，2021）

グリーンインフラ，水環境，生態系サービス，適応的管理，
多面的機能

（小特集⑤）
ベトナムでの間断灌漑の温室効果ガス排出削減効果と

普及に向けた課題

宇野　健一・進藤　惣治

　地球規模での気候変動を受け，温室効果ガス（GHG）の排
出削減が世界的な課題となっている。筆者らは，ベトナムでの
研究から，間断灌漑が水田から排出されるGHGの一つである
メタンの削減に有効であることを確認したほか，反収の増加と
ポンプ経費の削減も合わせて確認し，これらを政策提言にとり
まとめ，ベトナム・アンジャン省政府に提出した。その後，同
省における間断灌漑は 60％程度まで普及率を伸ばした。さら
なる普及に向けては，水管理労務削減のための ICTの活用 ,�
用排水路整備・圃場整備などの基盤整備 ,�近隣諸国への波及
などを考えていく必要がある。
� （水土の知89-11，pp.23～26，2021）

東南アジア，メコンデルタ，水田，メタン，AWD

（小特集⑥）
集排汚泥を活用した小規模メタン発酵による資源循環の実証

蒲地　紀幸・中村　真人・大土井克明�
折立　文子・柴田　浩彦・大塚　直輝

　2017年度から2021年度にかけて，小規模メタン発酵システ
ム実証事業を実施している。本事業では，農業集落排水施設か
ら発生する汚泥のほか，農村地域で発生する生ごみを活用した
小規模メタン発酵を実証しており，政策のグリーン化に資する
取組みである。実証内容は，メタン発酵で生成した消化液を液
肥として農業利用することにより，小規模分散型である農業集
落排水施設の特性を活かした農村地域内での資源循環の取組み
である。当実証において，室内試験から栽培試験までの一連の
試験において，集排汚泥，生ごみ，作物残渣を原料とする消化
液が肥料として利用できることを確認できたので報告する。
� （水土の知89-11，pp.27～31，2021）

農業集落排水施設，メタン発酵，バイオ液肥，資源循環，
集排汚泥



（小特集⑦）
農村地域における生ごみのメタン発酵基質としての特性把握

折立　文子・中村　真人・柴田　浩彦�
蒲地　紀幸・山岡　　賢

　農村地域の有機性資源を活用したメタン発酵システムの構築
は，再生可能エネルギー生産と資源循環の同時実現が期待でき，
「みどりの食料システム戦略」に資する取組みである。本報では，
農村地域の生ごみのメタン発酵基質としての特性を把握するた
めに，集排施設に併設したメタン発酵実証施設から採取した各
月の生ごみについて，その性状分析と回分式メタン発酵試験を
行った。その結果，これらの固形物濃度，有機物濃度，炭素と
窒素の含有率の比，投入有機物量当たりのバイオガス発生量に
は原料由来と考えられる季節変動がみられ，それぞれ約 11～
18％，10～17％，14～28，0.67～0.82 NL/g-VSであることが
示された。
� （水土の知89-11，pp.33～36，2021）

再生可能エネルギー，資源循環，メタン発酵，生ごみ，
集排汚泥

（小特集⑧）
漁礁ブロックを用いた藻場再生の取組み

北辻　政文

　東北地方の太平洋岸（三陸）は，世界三大漁場に数えられる
ほどの豊かな漁業資源を有しているが，近年，海藻がなくなる
「磯やけ」が発生し，漁業関係者は浅場生態系の環境変化と漁
獲高への影響を危惧している。そこで本研究では，鉄や栄養塩
を継続的に供給可能な漁礁ブロックを開発し，漁礁ブロックを
設置することにより人工土壌を形成し藻場の再生を行うととも
に，豊かな生態系ならびに水産資源増殖に資することを目的と
している。すなわち漁業の振興を促進するばかりでなく，生物
多様性の保全，ブルーカーボン効果によるCO2の固定，水質
の浄化およびレクリエーション等の多面的機能付与を期待する
ものである。本報ではこれらの取組みを紹介する。
� （水土の知89-11，pp.37～40，2021）

磯焼け，漁礁ブロック，栄養塩，鉄，ブルーカーボン

（報文）
農業農村整備事業における環境DNA調査とその分析技術の適用

樺元　淳一・西島太加志・白子　智康・中村　匡聡

　農業農村整備事業における生物モニタリングの効率化を目的
に，水中に生息する生物から放出された細胞片に由来する
DNAを回収して生物相を調べる「環境DNA分析技術」を用
いたモニタリング手法を，農業用用排水路における生態系配慮
施設の生物モニタリングに適用した。その結果，環境DNA調
査では，同一地点で行われた採捕調査により確認された種の
70～100％をカバーしており，採捕調査とほぼ同程度の精度が
あった。環境DNA調査は，地区全体の魚類相を網羅的に調べ
る手法として有効であり，生態系配慮施設の効果検証を行うた
めの新しいモニタリング手法として，今後の活用が期待される。
� （水土の知89-11，pp.43～46，2021）

農業農村整備事業，生態系配慮，環境DNA，二次的自然，
淡水魚類，モニタリング

（技術リポート：北海道支部）
国営環境保全型かんがい排水事業による水質浄化の検証

高橋　幸志・谷江　大輔・田中　克和

　北海道根室振興局管内に位置する野付郡別海町では，冷涼な
気象条件を生かし，日本でも有数の大規模酪農が展開されてい
る地域である。別海町では，以前から大規模な酪農経営の過程
で発生する家畜ふん尿に由来する負荷物質が周辺河川等の水域
に流入し，水質悪化の一因として懸念されていた。そこで，国
営環境保全型かんがい排水事業において肥培灌漑施設と併せ水
質浄化機能を有する排水施設を整備し，環境の保全と農業生産
性の向上を一体的に進めている。本報では，近年完了した「別
海南部地区」で整備した浄化型排水施設の水質浄化効果の検証
と，「別海北部地区」の事業進捗に伴う地区内河川における水
質変化に関する調査結果について報告する。
� （水土の知89-11，pp.48～49，2021）

肥培灌漑施設，浄化型排水施設，環境保全型かんがい排
水事業，水質浄化，用水管理，排水管理

（技術リポート：東北支部）
パイプライン用水路を活用した小水力発電施設の整備

高橋　　愛・伊藤　淳一

　土地改良施設の老朽化に伴う維持管理については，現在，そ
して将来にわたっての課題であるが，その施設を活用し維持管
理費の軽減を図るため，秋田県仙北地域においてパイプライン
用水路を活用した小水力発電施設の整備を行った。発電候補地
の選定と現地条件により水車を選定し，土木工事と電気工事を
実施した。そこから見えてきた農業用パイプラインを活用した
小水力発電施設の課題を紹介する。
� （水土の知89-11，pp.50～51，2021）

小水力発電，水車，遠隔操作，パイプライン，従属発電

（技術リポート：関東支部）
中山間地域の圃場整備における ICT施工の導入

武田　佳祐・曽我　　聡・岡田　茂明

　神奈川県は，令和 2年度に人口が 920万人を超え，一大消
費地を抱える一方で，本県の西部，北部および三浦半島地域で
は，人口が減少し，農業の担い手の減少も歯止めがきかない状
況である。今回紹介する県営ほ場整備事業内山地区は，県西部
の中山間地域に位置し，箱根連山や富士山の眺望が抜群のロ
ケーションから，ハイキングコースの一部として多くの都市住
民に長閑な農村景観を提供しているが，急傾斜地とまではいか
ないものの，小区画，不整形の水田が大半を占め，将来の土地
利用について手立てが何もできなかった地域である。本地区の
圃場整備工事が完了間近になってきたため，ICT施工を導入
した経緯や課題等を報告する。
� （水土の知89-11，pp.52～53，2021）

中山間地域，圃場整備，ICT施工，GNSS基地局，業務
の効率化，施工管理，均平度



（技術リポート：京都支部）
圃場整備工事における3次元出来形管理の活用

見角　謙一・鹿熊　曜生

　現在，全国的に建設業就業者数の減少が課題であり，富山県
では ICTによる土木工事の効率化を模索している。今回，県
中央部，常願寺川右岸に位置する水橋石政地区のほ場整備事業
において，ICT建機で表土整地し，情報化施工技術の活用ガ
イドラインの手順に従い，出来形計測，点群データのクリーニ
ング，出来形評価用データ作成および出来形管理図表作成を
行った。その結果，作業時間は従来管理と比較して半分に短縮
され，業務の効率化や配点密度が高まり管理精度が向上した。
ただし，出来形計測の際に圃場内の水溜りや草の繁茂により
データ欠損や異常値が生じる点が課題として残った。
� （水土の知89-11，pp.54～55，2021）

圃場整備，3次元出来形管理，ICT，情報化施工，労働
環境改善，地上型レーザスキャナ（TLS）

（技術リポート：中国四国支部）
二重式鋼矢板工法によるため池耐震対策工法の検討

木村　洋介

　近年，豪雨や大規模地震等によりため池が被災し，全国各地
で大きな被害が発生している。被害の発生を未然に防ぐため，
鳥取県においても防災減災対策を進めている。鳥取県米子市に
ある古市大池では必要な耐震性能を有しておらず，ため池堤体
および基礎地盤の耐震対策が必要であることが判明した。古市
地区は下流に民家等が多く存在しており，用地制約のある条件
下で工法検討を行った。その結果，堤防内の施工ヤード設置が
不要で，かつ工期短縮で営農に支障が出ない「二重式鋼矢板工
法」を選定したので，その事例について報告する。
� （水土の知89-11，pp.56～57，2021）

ため池改修，耐震対策，鋼矢板工法，二重式鋼矢板工法，
防災減災，施工事例

（技術リポート：九州沖縄支部）
水田畑地化による白ネギ畑の整備

矢野　誠也

　大分県豊後高田市において，基盤整備事業により水田畑地化
を行い，白ネギ畑の拡大を進めている。本報は，当事業を通し
て得た白ネギ畑の整備における知見を紹介するものである。白
ネギ畑を整備する上で重要なことは，耕作土の厚さを客土等に
より確保すること，排水対策をすること，地域住民の理解を得
ることである。また，水田畑地化に取り組むに当たって，豊後
高田市白ねぎプロジェクトチームにて「白ねぎ畑整備水準」を
作成し，耕土厚，排水対策の方法，土壌づくりの手法を取り決
めた。基盤整備の効果を高めるためには，基盤整備部門や生産
流通部門，営農者等の関係者で協力して課題解決に取り組むこ
とが重要である。
� （水土の知89-11，pp.58～59，2021）

水田畑地化，白ネギ，客土，排水対策，FOEAS
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